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福島第一原子力発電所の原子力災害を

踏まえた課題等の検討結果（中間報告）について

平成２３年９月２８日

松江市原子力災害対策検討プロジェクト会議

資料３－２
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１．検討の目的

福島原発の事故により半径２０ｋｍの区域が避難区域に設定された
ことは、島根原発を持つ松江市としても重大な事態であることを認
識。

事故の全容解明が為されておらず避難区域の根拠も示されていない
状況だが、松江市民の安全・安心を守るという観点から、国の災害
対応の検証等を待たず、全市民を安全な区域に避難させるための検
討を実施。

福島県状況調査を踏まえ、複合災害による影響も考慮に入れた全市
民が避難する際に想定される課題や問題点を抽出・整理するなど総
合的な検討を行った 。

これら検討を踏まえ、市単独で対応できない課題を整理し、国及び
県などに対し対応を要請する。
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島根原発で福島第一原発と同様な事故が生じ、半径２０ｋｍ圏内の
区域に避難指示が為されることを仮定。全松江市民が避難区域外
（屋内退避区域３０ｋｍ超を想定）に避難することを前提条件とし
た。

※20ｋｍ～30ｋｍ圏内には約1300人の松江市民が居住している
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３．住民避難に係る課題・問題点の検討

避難区域の設定

原子力災害体制の構築

避難計画の策定

住民広報

一次集結所、広域避難集結所
への集合

住民避難の実施

事故発生
国・県・市など原子力防災機関を含めた

災害体制の構築が必要※報告書一章（１）

避難経路の確保、輸送手段の調達、災
害時要援護者等への配慮、迅速且つ混乱
無く避難ができるためのルール設定が必
要 ※報告書一章（４，５，６，７）

住民や学校、商業施設、観光施設、漁
船等への広報経路の把握、確実に情報伝
達を行うための通信連絡手段の確保が必
要 ※報告書一章（２）

効率的かつ確実な避難実施を目指した
集結所を選定することが必要。

※報告書一章（３）

【住民避難のプロセス】 【課題・問題点】

国及び県などにする要請事項を整理

※今回は20ｋｍ圏内を想定
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３．住民避難に係る課題・問題点の検討

（１）原子力災害体制
１）事故発生時からの初動体制の確立･･･３項目

２）原子力災害体制の確立（国、県等含む原子力防災関係機関等）･･･３項目

３）災害対応職員の配置･･･３項目

４）職員の災害対応能力の向上･･･２項目

（２）住民広報・情報連絡
１）災害時の通信手段の確立・被災時の復旧･･･２項目

２）情報連絡経路の確立（各部局共通） ･･･４項目

３）住民・関係施設への広報（各部局個別） ･･･７項目

（３）一次集結所・広域避難集結所
１）一次集結所・広域避難集結所の選定にあたって留意事項･･･７項目

２）一次集結所・広域避難集結所の選定･･･２項目

（４）避難経路の設定・確保
１）避難道路の確保、充実･･･４項目

２）道路の通行規制･･･２項目

検討の結果、以下の通り７分類６９項目の課題等を抽出・整理した。
（詳細は報告書参照）
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３．住民避難に係る課題・問題点の検討

（５）緊急時の輸送能力の把握及び調達
１）輸送能力の把握･･･５項目

２）輸送手段の調達等･･･１項目

３）輸送手段に対する対応･･･２項目

（６）避難における災害時要援護者等の把握及び配慮すべき事項
１）災害時要援護者等の被災状況の把握、安全確保、避難措置･･･１１項目

２）入院患者の把握、安全確保、避難措置･･･５項目

（７）避難のルール設定
１）広域避難所の設定について･･･１項目

２）自家用車避難の検討について･･･１項目

３）発電所近隣区域の対応･･･１項目

４）避難者の実情にあった避難指示のあり方について･･･１項目

５）スクリーニングの体制及びあり方について･･･１項目

６）自主避難者への対応･･･１項目
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３．住民避難に係る課題・問題点の検討
抽出した課題・問題点を整理し、国・県が行うべき役割、検討事項

について要請内容を取りまとめた。

【島根県】
〇市との通信設備の強化

〇広域避難に係る検討
→輸送手段の確保
→広域避難道路の整備

〇広域避難のルール設定
（避難ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの実施）
→避難順序の設定
→避難経路の設定
→自家用車避難の是非

〇避難先市町の調整
→広域避難所の設定
→災害時要援護者対応
（福祉施設・病院等の設定）

【松江市】
〇一次集結所等の選定

○避難の計画検討
→輸送手段（市域）の確保
→避難道路の検討

○住民広報
→市民、学校等、商業施設、

漁船、観光施設等

○住民避難誘導体制の確立
→災害対応職員の配置等

○災害時要援護者への対応
→被災状況の把握、安全確保、

避難措置

【国】
〇災害時の情報提供

○災害時の通信設備の強化

〇原子力災害体制の確立
→国、県、市、原子力防災関

係機関との連携強化等

〇ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの機能強化
→機能強化、代替施設の整備

〇広域避難に係る検討
→避難者の実情にあった避難

指示のあり方
→広域避難の一元管理
→広域避難道路の整備

○避難先の総合調整
→広域避難所の設定
→災害時要援護者対応
（福祉施設・病院等の設定）

国・県に対する主な要請内容

※広域避難のルール設定につ
いては特に市も協力して検討

県と協力
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４．中間報告書の取り扱い・今後について

本検討結果は中間報告であり、喫緊に検討が必要な住民避難に係る
課題・問題点を重点的に取りまとめたものであり、その他の課題・
問題点については今後とりまとめる。

本検討内容は、島根で同じ原子力災害が起きるということを断定し
たものでは無い。

市の地域防災計画改定の際には、国が今後行う原子力防災指針の改
定（ＥＰＺの範囲の再検討など）を踏まえて適切に行う必要がある。

原子力災害対応については、今後国が責任をもって行うとしており、
本検討結果を国に要請するとともに国の動向を注視する必要がある。

今後も、福島で実施された原子力災害対応ついての情報収集を継続
し、本検討内容や市の地域防災計画を充実させる。


